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連結経営指標等 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第10期第３四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しておらず、ま

た、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。  

３．従業員数欄の〔外書〕は契約従業員数、（外書）は臨時従業員の当第３四半期連結会計期間（年間）の平均

雇用者数であります。  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期 

第３四半期連結 
累計期間

第10期
第３四半期連結

会計期間
第９期

会計期間

自 平成20年 
  12月１日 
至 平成21年 
  ８月31日

自 平成21年
  ６月１日 
至 平成21年 
  ８月31日

自 平成19年
  12月１日 
至 平成20年 
  11月30日

売上高 (千円) 4,680,942 1,260,625 6,735,574

経常利益 
又は経常損失（△）

(千円) △244,563 △180,303 115,838

当期純利益又は 
四半期純損失（△）

(千円) △271,578 △177,927 53,282

純資産額 (千円) ― 926,139 1,225,447

総資産額 (千円) ― 2,151,561 2,751,466

１株当たり純資産額 (円) ― 35,747.68 47,360.13

１株当たり当期純利益 
又は四半期純損失（△）

(円) △10,512.44 △6,887.36 2,062.51

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 42.9 44.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △67,601 ― 32,671

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 4,102 ― △64,372

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △102,166 ― 190,236

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

千円) ― 701,446 867,113

従業員数 (名) ―
306

〔45〕
（18）

317
〔48〕
（41）



当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注) １．従業員数は就業人員であります。 

２．従業員数欄の〔外書〕は契約従業員数、（外書）は臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用者数

であります。 

  

 
(注) １．従業員数は就業人員であります。 

２．従業員数欄の〔外書〕は契約従業員数、（外書）は臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用者数であ

ります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年８月31日現在

従業員数(名)
306

〔45〕 
（18）

(2) 提出会社の状況

平成21年８月31日現在

従業員数(名)
120 

〔42〕 
（15）



当社グループは、主に人材派遣・業務請負を中心とした人材関連アウトソーシング事業を行ってお

り、提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、記載しておりません。 

  

生産実績と同様の理由により、記載しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

総合人材アウトソーシング事業 863,949

パフォーマンス・コンサルティング事業 69,306

システム事業 319,517

モバイル・マーケティング事業 18,175

セグメント間の売上高消去 △10,323

合計 1,260,625

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

㈱もしもしホットライン 172,450 13.7

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】



本項の全ての財務情報は、本書に記載している四半期連結財務諸表に基づいております。また、本項に

記載した将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

（１）経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間は、引き続き厳しい経済環境にありますが、一部製造業において減産緩和の

動きが広がるなど、景気悪化が徐々に下げ止まりつつあります。しかし、政府の経済対策効果の影響で個

人消費についても持ち直しの傾向がみられるものの、７月の失業率が過去最悪の5.7％を記録するなど雇

用環境は大幅な悪化を続けており、景気がこのまま自律回復に向かうかどうかについてはまだ不透明な状

況にあります。 

 当社グループの主力事業が属する人材サービス業界においても、企業収益の悪化や雇用の過剰感を背景

に第３四半期連結会計期間においても稼働率が大幅に落ち込んでおります。そのため総合人材アウトソー

シング事業の売上が減少し、平成20年10月から開始したシステム事業による売上増加分が相殺される結果

となり、当第３四半期連結会計期間の売上高は1,260,625千円、営業損失は175,369千円、経常損失は

180,303千円、四半期純損失は177,927千円となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

  

①総合人材アウトソーシング事業 

 一部に下げ止まりの動きがあるものの企業収益全体では回復の動きは鈍く、有効求人倍率が低下の一途

をたどるなど雇用の余剰が鮮明になり、人材派遣サービスの受注が低調に推移しました。ロジスティクス

部門のアウトソーシング案件は順調に増加しましたが、人材派遣サービスの売上減少分を補うには至らず

当第３四半期連結会計期間の売上高は863,949千円となりました。利益面においては、採用拠点の閉鎖・

縮小移転、アウトソーシング案件での現場管理社員の増員を進め経費の削減を図りましたが、売上の減少

には追いつかず、営業損失は17,592千円となりました。 

②パフォーマンス・コンサルティング事業 

 企業のコスト削減の流れを受け、コンサルティング・教育研修ともに低調に推移しました。その結果、

売上高は69,306千円、営業損失は7,724千円となりました。 

③システム事業 

 景況感の急激な悪化に伴って企業のシステム投資意欲が急速に減退しております。このため新規のシス

テム開発案件の獲得が進まず、売上が大幅に減少しております。以上の結果、売上高は319,517千円、営

業損失は40,566千円となりました。 

④モバイル・マーケティング事業 

 第２四半期連結会計期間の大型調査案件の納品の反動で新規案件が少なく、売上高は18,175千円、営業

損失は6,624千円となりました。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



（２）財政状態の分析 

①資産 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末から599,904千円減少（21.8％減）し、

2,151,561千円となりました。これは、主に売上の減少に伴う売上債権の減少345,842千円と現金及び預金

の減少165,666千円によるものであります。 

②負債 

 当第３四半期連結会計期間末の負債の残高は、前連結会計年度末から300,597千円減少（19.7％減）

し、1,225,421千円となりました。これは、主に有利子負債の減少70,000千円と買掛金の減少61,036千円

並びに未払費用の減少93,171千円によるものです。 

  

③純資産 

 当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末から299,307千円減少（24.4％減）し、

926,139千円となりました。これは、主に四半期純損失271,578千円と配当金28,417千円によるものです。

この結果、自己資本比率は1.5ポイント低下して42.9％となりました。 

   

（３）キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末から225,473

千円減少し、701,446千円となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは152,148千円の支出となりました。主な調整項目は、売上債権の

減少149,181千円、賞与引当金の減少26,597千円、法人税等の支払額21,672千円、未払費用の減少19,126

千円です。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によるキャッシュ・フローは2,947千円の支出となりました。これは、有形固定資産の取得に

よる支出が2,735千円、営業譲受による支出が14,250千円あったものの、採用拠点集約に伴い敷金及び保

証金の回収による収入が15,337千円あったためであります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは70,377千円の支出となりました。これは、短期借入金の純減が

50,000千円、長期借入金の約定返済が20,000千円あったためであります。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。 

  

（５）研究開発活動 

該当事項はありません。 



当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

第２四半期連結会計期間末に重要な設備の新設、除却等についての計画はなく、また、当第３四半期

連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画



  

 
  

  

 
(注) 単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,320

計 100,320

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年８月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年10月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,834 25,834

大阪証券取引所
(ニッポン・ニュ
ー・マーケット―
「ヘラクレス」)

（注）

計 25,834 25,834 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年８月31日 ― 25,834 ― 584,730 ― 465,671

(5) 【大株主の状況】



当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成21年５月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。 

 
  

該当事項はありません。 

  

  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場におけるものであります。 

   

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式25,834 25,834 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 25,834 ― ―

総株主の議決権 ― 25,834 ―

② 【自己株式等】

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
12月

平成21年 
１月

 
２月

 
３月 ４月 ５月 ６月

 
７月

 
８月

最高(円) 35,200 32,000 29,500 30,850 31,800 32,900 37,300 37,000 36,900

最低(円) 25,000 26,810 21,000 23,900 24,800 27,000 29,600 26,200 31,300

３ 【役員の状況】



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年６月

１日から平成21年８月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成21年８月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けて

おります。 

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 701,446 867,113

受取手形及び売掛金 719,724 1,065,566

商品 － 3,610

仕掛品 359 425

その他 78,986 91,603

貸倒引当金 △4,200 △6,099

流動資産合計 1,496,317 2,022,218

固定資産   

有形固定資産 ※1  71,835 ※1  85,127

無形固定資産   

のれん 227,477 253,330

その他 37,142 35,451

無形固定資産合計 264,619 288,782

投資その他の資産   

その他 324,814 359,752

貸倒引当金 △6,025 △4,414

投資その他の資産合計 318,789 355,338

固定資産合計 655,244 729,247

資産合計 2,151,561 2,751,466

負債の部   

流動負債   

買掛金 63,003 124,039

短期借入金 290,000 500,000

1年内償還予定の社債 40,000 －

1年内返済予定の長期借入金 80,000 80,000

未払法人税等 2,579 13,148

賞与引当金 24,256 6,717

役員賞与引当金 － 6,300

その他 302,508 475,813

流動負債合計 802,348 1,206,019

固定負債   

社債 160,000 －

長期借入金 260,000 320,000

その他 3,073 －

固定負債合計 423,073 320,000

負債合計 1,225,421 1,526,019



(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年11月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 584,730 584,730

資本剰余金 465,671 465,671

利益剰余金 △126,895 173,100

株主資本合計 923,505 1,223,501

少数株主持分 2,634 1,945

純資産合計 926,139 1,225,447

負債純資産合計 2,151,561 2,751,466



(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年８月31日) 

売上高 4,680,942

売上原価 3,521,298

売上総利益 1,159,644

販売費及び一般管理費 ※  1,385,921

営業損失（△） △226,277

営業外収益  

受取利息 729

法人税等還付加算金 359

その他 329

営業外収益合計 1,419

営業外費用  

支払利息 12,038

社債利息 1,702

持分法による投資損失 2,196

社債発行費償却 3,317

その他 449

営業外費用合計 19,704

経常損失（△） △244,563

特別利益  

貸倒引当金戻入額 288

特別利益合計 288

特別損失  

固定資産除却損 4,279

特別損失合計 4,279

税金等調整前四半期純損失（△） △248,554

法人税、住民税及び事業税 10,962

法人税等調整額 11,373

法人税等合計 22,335

少数株主利益 688

四半期純損失（△） △271,578



【第３四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年８月31日) 

売上高 1,260,625

売上原価 987,921

売上総利益 272,704

販売費及び一般管理費 ※  448,073

営業損失（△） △175,369

営業外収益  

受取利息 251

その他 41

営業外収益合計 293

営業外費用  

支払利息 3,454

社債利息 1,021

持分法による投資損失 675

その他 75

営業外費用合計 5,227

経常損失（△） △180,303

特別利益  

貸倒引当金戻入額 288

特別利益合計 288

特別損失  

固定資産除却損 1,870

特別損失合計 1,870

税金等調整前四半期純損失（△） △181,885

法人税、住民税及び事業税 765

法人税等調整額 △4,530

法人税等合計 △3,764

少数株主損失（△） △192

四半期純損失（△） △177,927



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △248,554

減価償却費 30,542

のれん償却額 40,103

貸倒引当金の増減額（△は減少） △288

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,539

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,300

固定資産除却損 4,279

受取利息及び受取配当金 △729

支払利息及び社債利息 13,741

持分法による投資損益（△は益） 2,196

売上債権の増減額（△は増加） 345,842

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,675

仕入債務の増減額（△は減少） △61,036

未払費用の増減額（△は減少） △93,968

その他 △81,418

小計 △34,375

利息及び配当金の受取額 729

利息の支払額 △13,220

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △20,735

営業活動によるキャッシュ・フロー △67,601

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △4,546

無形固定資産の取得による支出 △6,412

敷金及び保証金の差入による支出 △3,696

敷金及び保証金の回収による収入 33,007

営業譲受による支出 △14,250

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,102

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △210,000

長期借入金の返済による支出 △60,000

社債の発行による収入 196,682

リース債務の返済による支出 △555

配当金の支払額 △28,294

財務活動によるキャッシュ・フロー △102,166

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △165,666

現金及び現金同等物の期首残高 867,113

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  701,446



  

 
  

  

 
   

   

  

 
  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日 至 平成21年８月31日)

会計処理の原則及び手続の変更

(１)リース取引に関する会計基準の適用 

 当連結会計年度第１四半期連結会計期間から、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16

号）を早期に適用しております。 

 なお、この変更による当社グループの損益に与える影響は軽微であります。

(２)棚卸資産の評価に関する事項の変更 

 当連結会計年度第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成18年７月５日公表分 企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

 なお、この変更による当社グループの損益に与える影響はありません。

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日 至 平成21年８月31日)

１ 固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

２ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

税引前四半期純利益に重要な税務調整を加えた後の課税所得を基に未払法人税等を算出しております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降の経営環境等に著しい変化が生じてい

ると認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに、当該著

しい変化による影響を加味したものを使用する方法によっております。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末
(平成20年11月30日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   82,325千円

 ２ コミットメントライン契約 

当社は、機動的な資金調達を行うために取引金

融機関１行との間で、コミットメントライン契

約を締結しております。この契約に基づく当第

３四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

コミットメントラインの総額 100,000千円

借入実行残高 －千円

借入未実行残高 100,000千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   71,069千円

 ２ コミットメントライン契約 

当社は、機動的な資金調達を行うために取引金

融機関２行との間で、コミットメントライン契

約を締結しております。この契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

コミットメントラインの総額 200,000千円

借入実行残高 100,000千円

借入未実行残高 100,000千円



  

 
  

  

 
  

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日  
 至 平成21年８月31日)

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 112,035千円

給与手当 429,679千円

賞与引当金繰入額 17,427千円

雑給 76,998千円

法定福利費 79,462千円

地代家賃  147,763千円

減価償却費 28,022千円

のれん償却費 40,103千円

募集費 37,822千円

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年６月１日  
 至 平成21年８月31日)

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 38,345千円

給与手当 146,201千円

賞与引当金繰入額 △19,180千円

雑給 20,512千円

法定福利費 25,599千円

地代家賃 45,433千円

減価償却費 9,663千円

のれん償却費 13,896千円

募集費 10,037千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日  
 至 平成21年８月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 701,446千円

現金及び現金同等物 701,446千円



当第３四半期連結会計期間末(平成21年８月31日)及び 

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年８月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類
当第３四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 25,834

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年２月20日 
定時株主総会

普通株式 28,417 1,100 平成20年11月30日 平成21年２月23日 利益剰余金



当第３四半期連結会計期間(自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日) 

 
(注) １．事業の区分は、役務の種類・性質を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な業務 

(１)総合人材アウトソーシング事業・・・・・人材派遣、業務請負 

(２)パフォーマンス・コンサルティング事業・・・・・コンサルティング、教育研修 

(３)システム事業・・・・・システムコンサルティング、システム開発受託 

(４)モバイル・マーケティング事業・・・・・市場調査、販促企画 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年８月31日) 

 
(注) １．事業の区分は、役務の種類・性質を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な業務 

(１)総合人材アウトソーシング事業・・・・・人材派遣、業務請負 

(２)パフォーマンス・コンサルティング事業・・・・・コンサルティング、教育研修 

(３)システム事業・・・・・システムコンサルティング、システム開発受託 

(４)モバイル・マーケティング事業・・・・・市場調査、販促企画 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

総合人材ア
ウトソーシ
ング事業 
(千円)

パフォーマ
ンス・コン
サルティン
グ事業 
(千円)

システム
事業 

（千円）

モバイル・
マーケティ
ング事業 
(千円)

計 
  

(千円)

消去 
又は全社 

  
(千円)

 
連結 
  

(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

863,949 68,676 312,366 15,632 1,260,625 - 1,260,625

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

- 630 7,151 2,542 10,323 (10,323) -

計 863,949 69,306 319,517 18,175 1,270,949 (10,323) 1,260,625

営業損失（△） △17,592 △7,724 △40,566 △6,624 △72,508 (102,861) △175,369

総合人材ア
ウトソーシ
ング事業 
(千円)

パフォーマ
ンス・コン
サルティン
グ事業 
(千円)

システム
事業 

（千円）

モバイル・
マーケティ
ング事業 
(千円)

計 
  

(千円)

消去 
又は全社 

  
(千円)

 
連結 
  

(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

3,135,549 258,225 1,182,853 104,314 4,680,942 - 4,680,942

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

5,860 3,050 18,159 7,773 34,843 (34,843) -

計 3,141,410 261,275 1,201,012 112,087 4,715,785 (34,843) 4,680,942

営業利益 
又は営業損失（△）

85,456 △6,221 △25,183 18,288 72,340 (298,617) △226,277



当第３四半期連結会計期間(自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日) 

及び当第３四半期連結累計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年８月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

   

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年６月１日 至 平成21年８月31日) 

及び当第３四半期連結累計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年８月31日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当社グループは、ストック・オプションを発行しておりませんので、該当事項はありません。 

  

重要性が乏しいため注記を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)



１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第３四半期連結累計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

第３四半期連結会計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末
(平成20年11月30日)

35,747円68銭 47,360円13銭

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日  
 至 平成21年８月31日)

 

１株当たり四半期純損失（△） △10,512円44銭

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益

－円－銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため、また、１株当た
り四半期純損失のため記載しておりません。

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年８月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△271,578

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △271,578

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 25,834

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年６月１日  
 至 平成21年８月31日)

 

１株当たり四半期純損失（△） △6,887円36銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円－銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため、また、１株当た
り四半期純損失のため記載しておりません。

項目
当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年８月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△177,927

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △177,927

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 25,834



該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)

(リース取引関係)

２【その他】



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成21年10月９日

株式会社エスプール 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エスプールの平成20年12月１日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年６月１日から平成21年８月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成21

年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エスプール及び連結子会社の平成

21年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  新  井  達  哉  印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  田  尻  慶  太  印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。




